
PEST分析レポート：事務機器・POS

販売、通信機器販売・施工・ドコモ

ショップ 

P（政治的要因） 

• ・電波法や個人情報保護法の改正により、通信機器や POS システムに関するデータ

管理の厳格化が進行。これにより、データ保管や運用面でのコスト増が予想される。 

• ・地方自治体による中小企業 DX 推進補助金が拡充されることで、地方での事務機

器導入ニーズが高まる可能性。これにより地方マーケット開拓が重要に。 

• ・地政学的リスク（台湾有事や半導体供給網の不安定化）による通信機器価格の上

昇リスクが存在。特に海外製デバイスに依存している事業者は影響大。 

• ・「デジタル田園都市国家構想」など地方振興策が進行する中で、自治体との連携

モデル構築が鍵となる。 

E（経済的要因） 

• ・急激な円安により輸入機器（特に海外メーカー製Wi-Fi ルーターや複合機）の仕

入れコストが上昇し、価格転嫁が困難な場合は利益圧迫。 

• ・インフレと最低賃金上昇により販売スタッフや保守人員の人件費が上昇、販売価

格と採算のバランス再検討が必要。 

• ・サブスク型サービスの普及により、初期導入コストを抑えた提供が求められ、キ

ャッシュフロー管理力が競争優位性に。 

• ・テレワークやリモートワーク定着による PC・Wi-Fi 需要は一巡し、法人向けアッ

プグレード市場へのシフトが必要。 

S（社会的要因） 

• ・Z世代の価値観として「利便性＞所有」の傾向が強まり、サブスク型の複合機・

Wi-Fi サービスが主流化する兆し。 

• ・高齢化が進む中で、操作性の簡便化・サポート体制の充実が購買意欲を左右。特

に地方市場ではサポート品質が重要視。 

• ・ジェンダー平等や働き方改革の進展により、女性営業職・技術職の活躍が促進さ

れる一方で、現場対応の柔軟性が求められる。 

• ・地方と都市部での需要の乖離が顕在化し、エリア戦略の最適化が競争力に直結。 



T（技術的要因） 

• ・AI 搭載の複合機や POS が主流化し、定型業務の自動化による効率化ニーズが拡大。

これにより高付加価値型商品の導入提案力が求められる。 

• ・5G やWi-Fi 6E など通信規格の進化により、より高速・高品質なネットワーク構

築ニーズが顕在化。施工技術とセット提案が重要に。 

• ・生成 AI を活用した顧客サポート（FAQ 自動応答、トラブル診断）により、アフタ

ーサービスの効率化が進む。 

• ・クラウド POS やクラウド PBX の普及により、初期投資を抑えたスモールスタート

提案が主流に。 

🔮5年後の未来変化 

• ・【仮説 1】生成 AI と IoT 連携により、POS や複合機が“予測型”機器へと進化。異

常検知・自動保守提案機能によりメンテナンス頻度が減少。 

• ・【仮説 2】通信キャリア主導のサブスク型オフィスサービスが加速し、端末〜通

信〜保守まで一括契約モデルが一般化。従来の機器単品販売モデルは縮小。 

• ・【仮説 3】行政手続きの完全電子化が進み、地方自治体や中小企業でも電子契

約・ペーパーレス化需要が一気に拡大。複合機の役割が“紙印刷”から“電子ワークフ

ロー中継装置”へ転換。 

• ・【仮説 4】人材不足が深刻化し、現場支援の AR（拡張現実）リモートメンテナン

スが標準に。技術継承も DXで対応する時代に突入。 


